
５．BSL-4 施設と地域の関係について 
（１）長崎大学の基本的考え方

○ 如何に地域と共生した BSL-4 施設の設置運営を図るのか。

長崎大学は、地域との共生を前提とした発展を目指しており、BSL-4
施設の設置運営に当たっても、地域住民の理解と支持の上で進めていき

たいと考えている。

 こうした考え方の下、これまでに様々な形での説明会や市民公開講座

などを開催し、最近の MERS のケースでは、注意すべき事項を記載した

ポスターやチラシの配布なども行ってきたが、さらに海外の事例調査も

進めてきた。

 これまで長崎大学が調査した事例では、例えば、ドイツ・ハンブルグ

の「ベルンハルト・ノホト熱帯医学研究所」では、地域住民が直接運営

に関与するのではなく、地方政府の監督下で施設が運営されている。他

方、米国テキサス州のテキサス大学医学部ガルベストン校のように、地

域連絡協議会（CLC）、地域諮問委員会（CAB）など地域と連携した組織

を設置している例もある。

 これらの違いは、その都市を巡る環境、その研究機関が立地した事情

などの要因によるものと考えられるが、今後、BSL-4 施設設置計画の具

体化に当たっては、その進捗状況をオープンにして、地域住民の疑問や

不安、懸念の解消に努めるとともに、そのご意見を可能な限り取り入れ

る運営体制を構築していきたいと考えている。

 また、併せて、国際的な感染症の動向や気をつけるべき点などの情報

を積極的に地域社会に提供することで、特に近隣住民の安全・安心の向

上に努めていきたいと考えている。

（２）有識者会議における議論及び今後の課題

有識者会議においては、既に多方面から指摘されている通り、こうした

リスクを伴う施設の設置運営に当たっては、情報公開と地域が関与した運

営体制の構築による、地域住民の安全・安心の向上が大前提である、とい

う意見が多く、今後、長崎県や長崎市などの地域行政機関との協議の中で

具体的な対策を検討するとともに、地域住民の意見を十分に取り入れるべ

き、との指摘があった。

 また、感染症研究や人材育成の成果を十分に公表するとともに、感染症

に関する情報提供などを通じて、地域住民がメリットを感じられるように

することが不可欠であるとの意見も少なくなかった。

いずれにせよ、BSL-4 施設の設置運営主体による一方的な説明でなく、
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いわゆる「双方向のコミュニケーションの確立」により、設置運営主体と

地域住民との間の「信頼関係の構築」に努めるべきである。 
   その際、単に BSL-4 施設の設置運営にとどまらず、大学と地域社会の係

わり合いの中で考えるべき課題についても、より広く取り上げる仕組みを

構築し、その中で、BSL-4 施設の設置運営を取り扱うべきではないかとの

意見があった。 
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